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はじめに 

いじめは，いじめを受けた児童の教育を受ける権利を著しく侵害し，その心身

の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず，その生命又は身

体に重大な危険を生じさせるおそれがあるものである。 

本校は，本校の児童の尊厳を保持するため，市（町村）・学校・地域住民・家

庭その他の関係者の連携の下，いじめの問題の克服に向けて取り組むよう,いじ

めの防止等（いじめの防止，いじめの早期発見及びいじめへの対処をいう。以下

同じ。）のための対策を総合的かつ効果的に推進するために，学校いじめ防止基

本方針を策定するものである。 

 

Ⅰ いじめの定義 

 

いじめ防止対策推進法（以下「法」という。）において，「いじめ」とは，「児

童等に対して，当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の

人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インタ

ーネットを通じて行われるものを含む。）であって，当該行為の対象となった児

童等が心身の苦痛を感じているものをいう。」と定義されている。 

この定義を踏まえた上で，個々の行為がいじめに当たるかどうかの判断は，表

面的・形式的に行うのではなく，いじめを受けた児童の立場に立って行う。 

この際，いじめには，多様な態様があることに鑑み，法の対象となるいじめに

該当するかどうかを判断するに当たり，「心身の苦痛を感じているもの」との要

件が限定して解釈されることのないよう努める。例えば，いじめを受けていても，

本人がそれを否定する場合が多々あることを踏まえ，行為が行われたときのいじ

めを受けた児童や周辺の状況等表面のみにとらわれることなく，いじめを受けた

児童の表情や様子をきめ細かく観察するなどして確認する。また，いじめを受け

た児童の主観を確認する際に，行為の起こったときのいじめを受けた児童や周辺

の状況等を客観的に確認することにも配慮する。 

いじめの認知は，特定の教職員のみによることなく，法第２２条の「学校にお

けるいじめの防止等の対策のための組織」を活用して行う。 

「一定の人的関係」とは，学校の内外を問わず，同じ学校・学年・学級の児童

や，習い事やスポーツ少年団等当該児童が関わっている仲間や集団（グループ）

など，当該児童と何らかの人的関係を指している。また，「物理的な影響」とは，

身体的な影響のほか，金品をたかられたり，隠されたり，嫌なことを無理矢理さ

せられたりすることなどを意味する。けんかは除くが，外見的にはけんかのよう

に見えることでも，いじめを受けた児童の感じる被害性に着目して見極めるよう

にする。 
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なお，例えばインターネット上で悪口を書かれた児童がいたが，当該児童がそ

のことを知らずにいるような場合など，行為の対象となる児童本人が心身の苦痛

を感じるに至っていないケースについても，加害行為を行った児童に対する指導

等については法の趣旨を踏まえた適切な対応を行う。 

加えて，好意から行った行為が意図せずに相手側の児童に心身の苦痛を感じさ

せてしまったような場合について，いじめに当たると判断した場合は，行為を行

った児童に悪意はなかったことを十分加味したうえで対応する。 

具体的ないじめの態様は，以下のようなものがある。 

 

○ 冷やかしやからかい，悪口や脅し文句，嫌なことを言われる 

○ 仲間はずれ，集団による無視をされる 

○ 軽くぶつかられたり，遊ぶふりをして叩かれたり，蹴られたりする 

○ ひどくぶつかられたり，叩かれたり，蹴られたりする 

○ 金品をたかられる 

○ 金品を隠されたり，盗まれたり，壊されたり，捨てられたりする 

○ 嫌なことや恥ずかしいこと，危険なことをされたり，させられたりする 

○ パソコンや携帯電話等で，誹謗中傷や嫌なことをされる 等 

 

これらのいじめの中には，犯罪行為として取り扱われるべきと認められ，早期

に警察に相談することが必要なものや，児童の生命，身体又は財産に重大な被害

が生じるような，直ちに警察に通報することが必要なものが含まれる。これらに

ついては，教育的な配慮や被害者の意向への配慮のうえで，早期に警察に相談・

通報の上，警察と連携した対応を取る。 

 

Ⅱ いじめの理解 

 

いじめは，どの子どもにも，どの学校でも，起こりうるものである。とりわけ，

嫌がらせやいじわる等の｢暴力を伴わないいじめ｣は，多くの児童が入れ替わりな

がら被害も加害も経験する。また，｢暴力を伴わないいじめ｣であっても，何度も

繰り返されたり多くの者から集中的に行われたりすることで，｢暴力を伴ういじ

め｣とともに，生命又は身体に重大な危険を生じさせうる。 

加えて，いじめの加害・被害という二者関係だけでなく，学年や学級等の所属

集団の構造上の問題（例えば無秩序性や閉塞性），「観衆」としてはやし立てた

り面白がったりする存在や，周辺で暗黙の了解を与えている「傍観者」の存在に

も注意を払い，集団全体にいじめを許容しない雰囲気が形成されるよう努める。 
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Ⅲ いじめの防止等に関する基本的考え方 

 

１ いじめの防止 

（１）基本的考え方 

未然防止の基本は，児童一人一人が安心して学校生活を送ることができる

学校の環境をつくることにある。本校は，その環境をつくるために，全教職

員で生徒指導の三機能（自己存在感・共感的な人間関係・自己決定）を生か

した授業づくり，集団づくり，学校づくりを推進していく。 

また，未然防止の取組が着実に成果を上げられるように，学校の取組を定

期的なアンケートを実施したり日常的な児童の行動の様子を把握したりして

適宜評価し，それを基に改善を検討していくＰＤＣＡサイクルに基づく取組

を継続していく。 

 

（２）いじめの防止のための措置 

  ① いじめについての共通理解 

学校全体においていじめについての共通理解を図るため，以下のことを

行う。 

・ 職員会議や校内研修において，本校児童のいじめの実態，具体的な指

導上の留意点，取組の計画や改善点等について確認する。 

・ 全校集会や学級活動などで，校長や教職員が，日常的にいじめの問題

について触れ，「いじめは人間として絶対に許されない」との雰囲気を

醸成していく。また，何がいじめにつながる行為なのか等を具体的に列

挙して校舎内に掲示し啓発を図る。 

② いじめに向かわない態度・能力の育成 

学校の教育活動全体を通じた道徳・人権教育の充実，読書・体験活動な

どの推進により，児童の社会性を育むとともに，地域の方々の協力を得て

の農業体験や福祉体験，宿泊体験学習などの社会体験・生活体験の機会を

設け，他人の気持ちを共感的に理解しようとする態度や自他の存在を等し

く認め，互いの人格を尊重しようとする態度を養う。  

また，授業や係活動，当番活動など日常の学校生活全般をとおして，自

他の意見の相違があっても，互いを認め合いながら建設的に調整し解決し

ていく力や，自分の言動が相手や周りにどのような影響を与えるかを判断

して行動できる力など，児童が他者と円滑にコミュニケーションを図る能

力を育てる。 
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③ いじめが生まれる背景と指導上の注意 

いじめ加害の背景には，勉強や人間関係等のストレスがかかわってい

る。このことを踏まえ，授業についていけない焦りや劣等感などが過度

なストレスとならないよう，児童一人一人の理解の状況だけでなく心情

にも配慮しながら，どの児童も分かる喜びが味わえる授業づくりを進め

る。 

さらに，児童が学校生活の中でストレスを感じた場合でも，それを他

人に直接ぶつけるのではなく，運動・スポーツや読書などで発散したり，

誰かに相談したりするなど，ストレスに適切に対処できる力を育む。 

なお，教職員の不適切な認識や言動が，児童を傷つけたり，他の児童

によるいじめを助長したりすることがないよう，指導の在り方には細心

の注意を払う。教職員による「いじめられる側にも問題がある」という

認識や発言は，いじめている児童や，周りで見ていたり，はやし立てた

りしている児童を容認するものにほかならず，いじめを受けている児童

を孤立させ，いじめを深刻化させる。また，障害（発達障害を含む）に

ついて，適切に理解した上で，児童に対する指導に当たる。 

④ 自己有用感や自己肯定感を育む 

ねたみや嫉妬などいじめにつながりやすい感情を減らすために，全て

の児童が，「認められている，満たされている」という思いを抱くこと

ができるよう，学校の教育活動全体を通じ，児童が活躍でき，他者の役

に立っていると感じ取ることのできる機会を全ての児童に提供し，児童

の自己有用感を高められるよう努める。その際，教職員はもとより，家

庭や地域の人々などにも協力を求めていくことで，幅広い大人から認め

られているという思いが得られるよう工夫する。また，自己肯定感を高

められるよう，教科指導，特別活動などにおいて，達成感や成就感を味

わえるような体験の機会を積極的に設ける。 

なお，社会性や自己有用感・自己肯定感などは，発達段階に応じて身

に付いていくものであることを踏まえ，幼・保・小中学校間等で適切に

連携して取り組む。 

⑤ 児童自らがいじめについて学び，取り組む 

代表委員会で「いじめ問題を考える」など，児童自らがいじめの問題

について学び，主体的に考え，いじめの防止を訴えるような，児童会の

取組を推進する。この際，教職員は，全ての児童がその意義を理解し，

主体的に参加できる活動になるよう適切な支援や助言を行い，児童の取

組を陰で支える役割に徹する。 


